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二世帯住宅緩和に落とし穴？

　平成26年１月からの改正の焦
点になっているのは、小規模宅
地の評価減の特例（以下、特例と
いう）の対象となる特定居住用
宅地等だ。これは、被相続人等の
居住用の宅地で、被相続人の配
偶者または一定の要件を満たす
親族が取得した敷地のこと。
　今回の改正で問題になってい
るのは、要件のひとつ「当該親
族が相続開始の直前において当
該宅地等の上に存する当該被相
続人の居住の用に供されていた
家屋に居住していた者であっ
て、相続開始時から申告期限ま
で引き続き当該宅地等を有し、
かつ、当該家屋に居住している
こと」（租税特別措置法69条の
４第３項２号イ）における二世帯
住宅での被相続人と相続人の相
続直前の「同居」の判定問題だ。
　二世帯住宅の敷地を子が相続
する場面では、現行制度上、被

相続人と子が同一の二世帯住宅
において別の独立住戸に住んで
いると特例を適用できない。
「同居」とは認められないから
だ。ただし、被相続人と子が別
の独立住戸に住んでいても、被
相続人と同じ住戸に同居する別
の相続人がいない場合は「同
居」とみなされるケースもある
（措置法通達69の４－21）。そ
こで「平成25年度税制改正大
綱」では、 二世帯住宅の敷地に
ついて次のようにされた。
③一棟の二世帯住宅で構造上区
分のあるものについて、被相続人
及びその親族が各独立部分に居
住していた場合には、その親族が
相続又は遺贈により取得したそ
の敷地の用に供されていた宅地
等のうち、被相続人及びその親
族が居住していた部分に対応す
る部分を特例の対象とする。

　これを受けて改正法では、
「当該親族が相続開始の直前に

おいて当該宅地等の上に存する
当該被相続人の居住の用に供さ
れていた家屋に居住していた
者」の「供されていた家屋」が
「供されていた一棟の建物（当
該被相続人、当該被相続人の配
偶者又は当該親族の居住の用に
供されていた部分として政令で
定める部分に限る）」とされ
た。先ごろ公布された政令（租
税特別措置法施行令40条の２第
10項）では、法が委任する部分
につき、建物の区分に応じ、次
のように規定している。
一　被相続人の居住の用に供さ
れていた一棟の建物が建物の区
分所有等に関する法律第一条の
規定に該当する建物である場合
　当該被相続人の居住の用に供
されていた部分
二　前号に掲げる場合以外の場
合　被相続人又は当該被相続人
の親族の居住の用に供されてい
た部分

小規模宅地の評価減の特例小規模宅地の評価減の特例

緩和内容を要チェック緩和内容を要チェック
平成25年度税制改正において
小規模宅地の評価減の特例が見直されたが、
特例が適用される二世帯住宅の敷地や
老人ホームに入居後空き家になった
住宅の敷地の詳細が明らかになった。
その中身を確認しておきたい。

住宅や土地を相続しても…
活用されない不動産
元請業者が材料を支給
有償or無償の事業区分
経営革新等支援機関
企業の融資返済を支援

精算課税と暦年贈与
トラブルの原因を検証

所長税理士vs元職員
顧客争奪の現状と課題
新しい経営戦略のスタイル
中小企業のＭ＆Ａに注目
がん治療にかかる費用
患者の７割「負担大きい」

～

　これにより、明らかに区分所
有建物とわかるマンションなど
で、被相続人と別の部屋に住ん
でいる子が敷地を相続してこの
特例を受けることはできないこ
とがほぼ明らかになった。
　ただ、仮に一般的な二世帯住
宅であっても区分登記されてい
る場合には、被相続人と同じ住
戸に同居する相続人以外は、適
用が出来ないとの見方もある。
「建物の区分所有等に関する法
律第１条の規定に該当する建
物」については、明確に区分登
記の有無を判断材料にするかど
うかが今一つ明らかでないため
だ。これについては、国税当局
が現場での事務に混乱が起きな
いよう解釈通達等を整備するも
のと見られる。

（２面につづく）

全国税理士共栄会全国税理士共栄会
関与先の継続的繁栄と税理士業界の発展目指し

９月から全国統一キャンペーン
　全国税理士共栄会（南口純一会長）によ
る「全国統一キャンペーン」が今年も９月
から始まります。
　このキャンペーンは、関与先事業所と税理
士業界の永続的発展を応援するため、各地
税理士協同組合と提携保険会社の協力を得
て、『ＶＩＰ大型総合保障制度』と『全税共年
金』の普及を図る目的で行われています。
　『ＶＩＰ大型総合保障制度』は、円滑な
事業承継の実現や様々なリスクから企業を
守るため、５つの充実したプランを用意し
ています。まず、「経営者大型保険（集団
扱定期保険）」は、掛捨の割安な保険料
で、入院や手術を含む総合的な保障をする
大型の生命保険です。経営者に万一のこと
があった時、最高２億円の大型保障で企業
を守ります。次に、『経営者保険総合プラ
ン』では、働き盛りの経営者の生涯保障や

役員・幹部社員の退職金準備等に活用でき
るよう、終身保険、養老保険、逓増定期保
険等、多彩な保険が用意されています。
　このほかにも、介護保険や生活習慣病保
険、高度先進医療保険など医療保険全般が
そろった「経営者スーパープラン」、突然
の病気やケガで仕事が出来ず、収入が途絶
えた時に毎月のいろいろな費用をしっかり
カバーする「団体所得補償保険」、「新・
団体医療保険」を用意し、中小企業や個人
事業主を応援しています。
　『全税共年金』は、月々１万円から将来
の備えができる独自の拠出型企業年金保険
です。生活設計に合わせて掛金を自由に設
定できるため、無理なく無駄なく積み立て
ることができます。月払い（１口５千円で
２口以上）と一括払い（１口10万円で任意
の口数、月払いと併用）を上手く組合せる

ことで、老後の生活設計にマッチした積立
が可能です。掛金は加入後に変更すること
ができるほか、年金の受取方法は、給付金
の請求時に①10年確定年金、②15年確定年
金、③10年保証期間付終身年金――の３種
類から選択できます。年金に代えて一時金
でも受け取ることができます。
　キャンペーンは今年で28回目を迎えます
が、過去のキャンペーンを通じて、これま
で多くの関与先関係者が『ＶＩＰ大型総合
保障制度』や『全税共年金』に加入し、円
滑な事業承継、安心して医療を受けるため
の備え、退職金の準備、公的年金の補完な
どを実現させています。また、全国税理士
共栄会は各地区の税理士協同組合と協力
し、年間を通して「全税共関与先紹介カー
ド」による関与先紹介運動を重点施策とし
て実施しています。
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被相続人の状況

　（１面のつづき）被相続人が
老人ホーム入居後に空き家に
なった自宅の敷地については平
成25年度税制改正大綱で次のよ
うに緩和の方向が出されていた。

④老人ホームに入所したこと
により被相続人の居住の用に
供されなくなった家屋の敷地
の用に供されていた宅地等
は、次の要件が満たされる場
合に限り、相続の開始の直前
において被相続人の居住の用
に供されていたものとして特
例を適用する。 
イ　被相続人に介護が必要な

ため入所したものである
こと。 

ロ　当該家屋が貸付け等の用

途に供されていないこ
と。

　これを受けて、改正法では、
特例の適用の前提となる「被相
続人等の居住の用に供されてい
た宅地等」に、「居住の用に供
することができない事由として
政令で定める事由により相続の
開始直前において当該被相続人
の居住の用に供されていなかっ
た場合（政令で定める用途に供
されている場合を除く）におけ
る当該事由により居住の用に供
されなくなる直前の当該被相続
人の居住の用を含む」こととさ
れた。
　このほど明らかになった政令
によると、「居住の用に供する
ことができない事由として政令

で定める事由」は、被相続人
が、次の認定を受けて次の施設
等に入所等した場合だ（租税特
別措置法施行令40条の２第２
項、表１参照）。
　なお、上記の事由により実家
の敷地が相続開始直前に被相続
人の居住の用に供されていな
かった場合であっても、次の用
途に供されている場合について
は、「被相続人等の居住の用に
供されていた宅地等」に含めら
れず、特例の適用がないものと
して、次のように政令で規定さ
れた。
　「法第69条の4第１項に規定
する政令で定める用途は、同項
に規定する事業の用又は同項に
規定する被相続人等以外の者の

表１．政令で定める事由 表２．特定居住用宅地として特例の適用の有無
指定された入居・入所先施設
①認知症対応型老人共同生活援助事業の住居（老人福祉法5条の2）
②養護老人ホーム（老人福祉法20条の4）
③特別養護老人ホーム（老人福祉法20条の5）
④軽費老人ホーム（老人福祉法20条の6）
⑤有料老人ホーム（老人福祉法29条）
⑥介護老人保健施設（介護保険法8条）
⑦サービス付き高齢者向け住宅（高齢者安定居住確保法5条）ただし④を除く

空き家となった被相続人の自宅の用途

空き家のまま

被相続人と生計を一にしていた親族の居住の用

被相続人と生計を一にしていない親族の居住の用

親族でない者の居住の用

被相続人の事業の用（商売）

貸付事業の用

特例の適用有無

あり

あり

なし

なし

なし

なし
①障害者支援施設（障害者総合支援法5条）
②共同生活援助を行う住居（障害者総合支援法5条）

居住の用とする。」
　ここでいう「事業の用」と
は、被相続人が個人事業や被相
続人が経営する所定の同族会社
の事業のほか、不動産貸付事業
を指す。また、被相続人等以外
の居住の用とは、被相続人本人
のほか、被相続人と生計を一に
する親族以外の人の居住の用を
いう。
　これにより、空き家になった
実家の敷地の用途の態様によ
り、特定居住用宅地等として特
例の適用があるかどうかが分か
れるものと見られる（表２参
照）。
　なお、この法令の適用は平成
26年1月1日からだ。
（監修：タクトコンサルティング）

　多くの税理士が「税理士職業
賠償責任保険」（税賠保険）に加
入しているが、実際に発生した損
害賠償事故を見ると、その大半
が「うっかりミス」によるもの
だ。
　特に、消費税のミスは非常に多
く、㈱日税連保険サービスがまと
めた2012年度版・税理士職業賠
償責任保険事故事例を見ると、
2011年度の保険金支払件数のう
ち、消費税が47％を占めてい
る。たとえば、Ａ税理士は、平成
22年に依頼者から経営改善のた

めの大規模な設備投資の相談を
受けた。依頼者は金融機関から
借入して多額の設備投資を行っ
たが、Ａ税理士は簡易課税選択
不適用届出書の提出を失念。消
費税額の還付が受けられず、簡
易課税適用による納税が生じた
ことで、損害賠償請求を受けた。
　法人税でも「うっかりミス」が
目立つ。依頼者は、本社として賃
借していた土地建物が東京都に
収用され補償金を取得。しかし、
Ｂ税理士は、依頼者から収用換地
等による補償金の取得である旨

の説明を受けていたにもかかわ
らず、補償金を収入に計上した
だけで、特別控除の適用をせず
に申告。法人税額の過大納付が
発生した。
　所得税では、クリニックを経営
している依頼者の必要経費を長
年にわたって家事費と誤判断し、
必要経費算入を失念したケー
ス。相続税関係では、「遺産が未
分割であることについてやむを
得ない事由がある旨の承認申請
書」の提出を失念し、小規模宅地
の特例適用が不可となったケー

スなどが報告されている。
　こうしたミスを防止するために
活用したいのが、「平成24年度
版・自己診断チェックリスト」
だ。これは、公益財団法人日本税
務研究センターの監修により作
成されたもので、ミスが生じやす
い処理をダブルチェックするよう
に作られている。チェックリスト
や保険事故事例は、㈱日税連保
険サービスのホームページに掲
載されている。

介護保険法19条に規
定する「要介護認定」ま
たは「要支援認定」受け
ていた場合

障害者総合支援法21
条の「障害支援区分」の
認定を受けていた場合

老人ホーム等への入所と小規模宅地の評価減

「うっかりミス」で損害賠償 ― 自己診断チェックリストの活用を！ ―

　農業の特性を理解している税
務・労務・マーケティングなどの
専門家からアドバイスを受けた
い――。そんな農業経営者からの
要望を受けて創設された「農業
経営アドバイザー」。
　これは、日本政策金融公庫農
林水産事業本部が主催するもの
で、農業経営に関してアドバイス
できる人材を育成するため、平
成17年に創設された制度。農業
に関する各種知識やノウハウを
身につけてもらい、農業経営者か
ら寄せられる幅広い相談や要望
に専門的かつ柔軟に対応し、農
業経営の発展に寄与することを
目的としている。
　農業経営アドバイザーとして
認定されるには、研修を受講し
て筆記試験と面接試験に合格し
なければならないが、税理士は科

目が一部免除される。合格者には
「農業経営アドバイザー合格証」
が付与される。
　試験は過去16回開催され、合
格者は2134人。「農業経営者か
ら寄せられる相談の中でも税務
に関するものが非常に多く、立ち
上げ当初から税理士業界に向け
て広報活動を行ってきました」
（農林水産事業本部）という効果
もあり、税理士の合格者は644人
に達している。「毎回50～60人
の税理士が試験を受けていま
す」（同）。なお、次回の試験は
11月中旬を予定している。

農業経営アドバイザー
税理士の合格者６４４人に

　国税庁では、平成25年８月１
日からｅ－Taxの利用可能時間を
24時まで延長する。
　現在、ｅ－Taxの受付時間は、
祝日を除く月曜日から金曜日の８
時30分から21時となっており、
所得税の確定申告期や法人税の
申告が集中する５月末などは、利
用可能時間が延長されている。
　ただ、国税庁が実施したｅ－
Taxのアンケートには、利用者か
ら「受付（送信可能）時間をもっ
と延長してほしい」といった要望
が寄せられていた。そこで、国税
庁では利用者の利便性の向上を
図る観点から、利用者のニーズや
費用対効果を踏まえて受付時間
の検討を行った結果、ｅ－Taxの
利用可能時間を今年８月１日から
24時までとすることとした。

　日本税理士会連合会がさきご
ろ取りまとめた平成24年度登録
事務事績によると、平成24年度
末現在の税理士名簿登録者は７
万3725人。このうち、女性の税
理士登録者数は１万39人とな
り、大台の１万人を突破した。　
　平成５年度の女性税理士は
3820人で、税理士全体の6.27％
だった。これと比較すると、約
20年間で人数は約2.6倍、比率は
倍増となった。
　平成24年度の新規登録者は
3012人。このうち試験合格者は
1017人、試験免除者は1423人
だった。ここ数年、公認会計士資
格で税理士登録するケースが増
加しており、平成23年度は498人
で新規登録者の18.34％。平成24
年度は519人で新規登録者の
17.23％を占めている。

ｅ－Ｔａｘの利用可能時間
８月から24時まで延長

女性税理士が１万人突破
『自動付与』も増加傾向に
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　国土交通省はさきごろ、2012
年度版の土地白書を発表した。
　今回の白書で注目すべき点
は、「人口減少、少子高齢化等に
よる土地利用変化」の項目で報
告されている「相続による不動
産の移転とその活用」について。
　現在、60歳以上の高齢者が保
有する宅地資産は全体の約
60％、その額は約530兆円にのぼ
る。しかし、30～40代の子育て
世代などが新たに住宅を取得す
れば、将来、相続や贈与によって
不動産を取得しても、有効活用
されない懸念が生じる。
　実際、白書で紹介された「人口

減少・高齢化社会における土地
利用の実態に関する調査」による
と、住宅を相続したが未利用とい
う割合は16.8％。そのうち、維持
管理もせず「何もしていない」は
4.7％だった。その理由として
は、「すでに自ら別の住宅を取得
しているから」が63.5％と最も多
く、次いで「仕事や家族の事情と
あわないから」「すでに老朽化が
進んでおり、自ら居住していくの
が不安だから」などの回答が目
立った。
　一方、相続した土地（親が居住
していた住宅の敷地を除く）につ
いては、未利用の割合が32.2％。

このうち、「何もしていない」は
17.7％にも及んでいる。その理由
としては、「土地の立地が仕事や
家庭の事情とあわないから」、
「利便性が低いなど立地条件が
悪いから」という回答が多かった
が、「特にない」も21.9％と目
立った。
　今後、親や祖父母などから住
宅を相続または譲り受ける可能
性があると回答した人は、全体の
約６割を占めている。土地（住宅
の敷地として利用されている土
地を除く）についても約５割の人
が「相続または譲り受ける可能性
がある」と答えているが、住宅に

ついては21.9％、土地については
35.8％が取得しても利用を考え
ていないのが実情だ。
　白書では、相続した住宅や土
地を利用していないにもかかわ
らず、自分や親族などが維持管
理（清掃・修繕など）の費用を負
担しているケースも報告されて
いる。人口減少や少子高齢化が
さらに進めば、未利用の土地や
空き家が増加するのは間違いな
い。それだけに、こうした不動産
の問題を解決するコンサルティ
ングが求められるケースも増え
てくることが予想される。 

　中小企業庁がさきごろ公表し
た2013年版「中小企業白書」。
その中で、中小企業の事業承継
問題がクローズアップされている
ので注目したい。
　まず、事業承継を成功させて
いる企業がある一方で、小規模
事業者を中心に、引退後に「廃業
したい」「事業をやめたい」と考
える経営者が増えていることが
報告されている。その理由だが、
半数以上が「息子・娘に継ぐ意思
がない」「息子・娘がいない」と
いう後継者不在の問題を抱えて
おり、こうした傾向は中規模企業
でも見られるという。
　白書では、「小規模事業者の場
合、後継者は『親族であること』
を重視する傾向がある。子どもが
いる場合でも、子どもが事業を
継ぐことを当然視することなく、
承継の意思を確認するなど、後
継者を早期に決定することが、自
身の引退後も事業を継続させる
ために必要と考えられる。また、
親族以外も視野に入れて、後継
者の確保に取り組む必要がある」

と分析している。
　確かに、2008年から2012年ま
での事業承継を見てみると、小
規模事業者における親族内承継
は６割強に及んでいる。一方、中
規模企業の親族内承継は約４割
にとどまり、社外の第三者を含め
た親族外の承継が、親族内承継
を上回っている。
　親族外承継を選択した理由と
しては、「役員・従業員の士気向
上が期待できる」、「役員・従業
員から理解を得やすい」などが
多く挙げられており、白書でも、
「相対的に従業員規模が大きく、
経営における役員・従業員の役
割が大きい中規模企業では、役
員・従業員の士気向上等の観点
から、親族以外の後継者が選択
され、その結果、親族以外への事
業承継の割合が高まっているの
ではないか」と推測している。
　親族内や企業内に適当な後継
者がいない場合、事業そのもの
を外部に譲渡することも考えら
れる。いわゆる「Ｍ＆Ａ」による
事業承継だ。

　白書では、「Ｍ＆Ａ市場は、
リーマン・ショック以降の落ち込
みから回復の兆しを見せている」
と分析。実際、事業売却に対する
企業側の関心も高まりつつあり、
アンケート調査でも、後継者がい
ない企業の約３割は「大いに関心
あり」「関心あり」と回答。Ｍ＆
Ａに対する潜在的ニーズが浮き
彫りとなっている。
　とはいえ、まだまだＭ＆Ａの活
用が大衆化しているとまでは言
えないだろう。では、事業の売却
を検討する際、どんな障害がある
のだろうか。アンケート調査によ
ると、「買い手企業を見つけるこ
とが難しい」という回答が最も多
く、中規模企業を中心に「役員・
従業員から理解を得にくい」とい
う回答も目立った。そのほか、
「適正な売却価格の算定が難し
い」「手法・手続面の知識が不足
している」などの回答も多く、全
般的に「Ｍ＆Ａ＝難しい」という
認識があるようだ。
　最近は、事業承継に関する知
識を習得しようとする経営者も

増えてきた。ただ、Ｍ＆Ａにまつ
わる障害を見ても、中小企業・小
規模事業者が単独で事業を売却
するのは、容易でないことが分か
る。当事者同士の交渉では、後々
になって金銭面でトラブルが生
じることも考えられる。事業売却
による役員・従業員の不安心理
を和らげるための対策も求めら
れてくるだろう。円滑な事業承継
を実現させるためには、やはり専
門家に相談することが不可欠と
いえる。
　白書によると、事業承継に関す
る相談先の１位は「税理士・公認
会計士」となっている。事実、こ
こ数年、税理士がＭ＆Ａ仲介会社
とタッグを組み、顧問先のＭ＆Ａ
を成功させ、事業のさらなる成長
を実現させているケースも増え
ている。今後、少子高齢化にとも
ない、後継者不在の問題はさらに
深刻化することが予想されるだ
けに、中小企業の事業承継にお
いてＭ＆Ａを選択する動きも活
発化してきそうだ。
（９面に関連記事）

東北の事業者を応援しましょう！東北の事業者を応援しましょう！

日本税協連のホームページで、東北税協６県組合員の
関与先事業者（特産品、民芸品、旅館など）を紹介します。
◎まずは「１人１品の購入」で応援をお願いします！
◎東北事業者の出店者をご紹介ください。
　出店費用はすべて無料です（平成27年12月末まで）。

http://www.nichizei.or.jp
日本税協連　　   　　検索

 土地白書　住宅や土地を相続しても…

有効活用されない不動産

事業継続か、それとも廃業か・・・
深刻化する後継者不在の問題深刻化する後継者不在の問題

日本税協連は、東日本大震災復興支援事業として、
「税理士が応援する東北産品ショッピングモール」をオープンしました。
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消費税の落とし穴はココだ！！ココだ！！

遺
言
書

元請業者が工事の材料を支給
有償or無償で事業区分が変わる

　当社は内装工事の下請
事業を営んでおり、仕入
控除税額の計算は、簡易

課税制度の適用を受けていま
す。当社の口座には、毎月の
元請に対する請求金額から、
元請が負担した材料代を相殺
した後の金額が振り込まれて
きます。当社の事業は建設業
に該当するものの、元請から
材料の支給を受けていること
から、課税売上高は第４種事
業に区分することになるので
しょうか？また、課税売上高
として計上する金額は、材料
代相殺前の請求金額と実際の
振込金額のどちらになるので
しょうか？

　請求金額から材料代が
相殺されているというこ
とは、いわば元請から材

料を購入していることになりま
す。したがって、事業区分は第
３種事業に区分することができ
ます。ただし、課税売上高に計
上するのは材料代相殺前の請求

金額となります。

☆建設業の事業区分
　建設業であっても、解体工事
業などは「加工賃を対価とする
役務の提供を行う事業」として
第３種事業から除かれ、第５種
事業にも該当しないので最終的
に第４種事業に区分することに
なります。
　したがって、下請業者が元請
から材料の無償支給を受けてい
るような場合には、元請から収
受する工事代金の実体は加工賃
であり、たとえ建設業の売上高
であっても第３種事業に区分す
ることはできません。
　下請業者が元請業者から収受
する工事代金については、主材
料を自ら調達しているかどうか
ということで、第３種事業にな
るか第４種事業になるかを判断
するということです。
　なお、「材料」とは工事に必
要な主たる材料をいうのであ
り、下請業者が釘や接着剤など
の加工資材を自己で調達してい

たとしても、元請から主材料で
ある材木や砂利などの無償支給
を受けてい
る場合には
第４種事業
に区分する
ことになりますのでご注意くだ
さい。
　
☆材料の支給形態を確認する
　材料の支給形態が有償支給か
無償支給かということは、帳簿
面だけ眺めていたのでは判断が
できません。
　また、同一の元請から受注す
る工事であっても、状況により
材料の支給は有償になったり無
償になったりすることがありま
す。したがって、事業区分にあ
たっては、工事現場ごとに、請
負契約書を確認する、あるいは
現場の担当者を通じて材料の調
達方法をその都度確認する必要
があるのです。

☆有償支給の材料費を相殺しない
　ご質問のケースのように、元

請から支給される材料が有償の
場合には、請求書の内書で工事
代金と相殺した材料費の金額を
明示してくると思われます。こ
れに合わせ、伝票の記帳あるい
は会計データの入力にあたって
は、必ず次のように両建で処理
しなければなりません。

　材料代を工事代金と相殺して
処理した場合、所得計算上は影
響がないものの、簡易課税によ
り計算する場合には売上高の計
上漏れということになってしま
います。つまり、納付税額の修
正に直接影響することになりま
すから、この点についても十分
に注意しなければなりません。

　医療法人の理事長を務めて
いた被相続人は、平成17年、
公証人役場において遺言公正
証書を作成。そこには、すべ
ての財産を子である請求人に
相続させる旨が記載されてい
た。
　２年後、被相続人が亡く
なったことを受け、請求人は
遺言書に基づき被相続人のす
べての財産を取得。ところ
が、もう一人の法定相続人で
ある被相続人の配偶者が、遺
留分減殺請求訴訟を提起した
ため、請求人は遺留分相当額
ならびに葬式費用を控除して
相続税の申告を行った。しか
し、遺留分相当額が確定して
いないことから、当局は遺留
分減殺請求がなかったものと
して更正処分を行ったことで
争いが生じた。
　今回の争点は、更正処分時
に遺留分減殺請求訴訟の判決
が未確定だった場合の処理に
ついて。請求人は、「遺言書

により被相続人の財産承継者と
して自分が指定されているが、
遺留分相当額が確定しておら
ず、遺言を執行して被相続人の
財産を処分するなどできない状
況であるから、被相続人の財産
を請求人が取得したと考えるこ
とはできない」として、「課税
価格は、遺言書により取得した
財産の価額から遺留分相当額を
控除して計算すべきである」と
主張。
　一方、当局側は、「遺言書に
より、被相続人の財産はすべて
請求人に帰属する。また、遺留
分減殺請求がなされているとし
ても、更正処分時において、そ
の額が確定していないことか
ら、遺留分減殺請求がなかった
ものとして請求人の課税価格を
計算すべき」と指摘。
　両者の言い分について審判所
は、「配偶者は遺留分減殺請求
訴訟を提起しており、更正処分
時において判決は確定していな
い。そのため、遺留分相当額が

確定していないため、請求人の
課税価格は遺留分減殺請求がな
かったものとして計算するのが
相当である」として、当局の判
断を支持している。

葬式費用は係争中と判断
当局側の処分を取り消し

　もうひとつの争点は、配偶者
が、喪主である自分が負担すべ
きものと思って支払った葬式費
用を、請求人の課税価格の計算
上控除することができるか否か。
　請求人は、「葬式費用は、配
偶者との間で誰が負担するか確
定しておらず、自分が取得すべ
き預金から支払われているた
め、その全額を請求人の課税価
格の計算上控除すべき」と主
張。当局サイドは、「葬式費用
は、被相続人の債務ではなく、
相続または遺贈との関連におい
て負担するものではない。配偶
者が葬式費用を支払っているこ
とから、配偶者の課税価格の計

算上控除するのが相当」と反
論している。
　この点について審判所は、
「遺留分減殺請求訴訟におい
て配偶者が準備書面の添付資
料として提出した『遺産目
録』と題する書面に、当事者
間で争いがある葬儀費用とし
て記載されている事実があ
る。請求人と配偶者の間でも
係争中であることが一致して
おり、葬式費用はどちらがど
れだけ負担するか更正処分時
に確定していなかったことが
認められる。そのため、遺言
書で指定された相続分に応じ
て葬式費用を負担するものと
し、その全額を請求人の課税
価格の計算上控除するのが相
当である」として当局の処分
を一部取り消す判断を下した。

　

Q

A

熊王税理士の
ワンポイント講座

昭和59年学校法人大原学
園に税理士科物品税法の
講師として入社し、在職中
に酒税法、消費税法の講
座を創設。平成４年同校を
退職し、会計事務所勤務。
平成６年税理士登録。平成９年独立開
業。東京税理士会会員相談室委員、東京
税理士会調査研究部員、日本税務会計学
会委員、大原大学院大学准教授ほか。消
費税関連の書籍も多数執筆。

熊王征秀（くまおう・まさひで）税理士

遺留分をめぐる判決が未確定
相続税の課税価格の計算上控除は…？

？？

スクランブルスクランブル税務税務 ～審判所の視点～～審判所の視点～

（借方）現金預金　×××　（貸方）工事売上高×××
　　　　材料費　　×××
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――いつ頃、経営革新等支援機関の認定申
請をされましたか。
　昨年８月に中小企業経営力強化支援法が施
行され、税理士や税理士法人などを経営革新
等支援機関（認定支援機関）として認定する
制度が創設されたことを受け、第１回目の申
請受付で手続きを行いました。認定支援機関
を通じた様々な中小企業支援施策が整備され
ていますが、私どもは以前から中小企業の経
営改善や資金繰りを積極的に支援しています
ので、支援施策のひとつである『経営改善計
画策定支援事業』について構想の段階から注
目してきました。

――経営改善計画策定支援事業について教
えてください。
　借入金の返済負担など財務上の問題を抱
え、金融支援を必要とする中小企業・小規模
事業者は少なくありません。とはいえ、金融
機関を納得させる経営改善計画を独力で策定
するのはハードルが高いといえます。そこ
で、税理士・税理士法人などの認定支援機関
が経営改善計画の策定支援を行うことで、中
小企業・小規模事業者の経営改善を促進させ
ることを目的に同事業が開始されました。金
融支援を必要とし、経営改善計画を策定でき
ない企業の大半は、金融円滑化法によって返
済条件の変更が認められた企業です。貸出条
件の変更を実施した日から１年以内に経営改
善計画書を作成・提出すれば、不良債権とは
みなされないことになっていますが、いまだ
に作成していない企業が多く、タイムリミッ
トが刻一刻と迫っています。

――同事業を利用した場合、企業側にはどの
ようなメリットがありますか。
　一定の要件の下、認定支援機関が経営改善
計画の策定を支援した場合、全都道府県に設
置された中小企業再生支援協議会内の『経営
改善支援センター』が、計画策定費用やフォ
ローアップ費用の総額の３分の２（上限200
万円）を負担します。

――すでに、認定支援機関として経営改善計
画の策定支援を行っているそうですね。
　金融機関から支援対象の企業を紹介され、
その企業の経営改善をサポートしています。
経営改善計画の策定支援を行う場合、『経営
改善支援センター』が窓口となりますが、北
海道では第１号の申込みだと聞いています。

――具体的にどのような支援を行うのでしょう
か。
　金融機関から金融支援を得るための経営改
善計画書を策定するわけですが、そのために
は、まず、企業の実態調査として事業内容や

財務内容のデューデリジェンスを行わなけれ
ばなりません。また、計画書の作成後は、経
営改善が計画通りに進行しているか、継続的
にモニタリングする必要もあります。ただ、
従来から付き合いのある顧問先と異なり、紹
介案件の場合は財務内容などがまったく分か
りません。予想以上に財務状況を粉飾してい
れば、経営改善計画書の策定まで至らないこ
とも考えられますが、どうしてもダメな場合
は、残念ながらその方向で進めていくしかあ
りません。すべてが上手くいくとは限らない
わけです。

――経営改善が難しいほど、認定支援機関に
対する期待も大きいと思います。
　特に、金融機関から支援対象の企業を紹介
された場合、その事務所に依頼すれば、何か
しらの良い結果が出るのではないか、少なく
とも悪い方向には進まないのではないかとい
う期待が込められていると思います。そうし
た期待に応えるプレッシャーや責任は重く感
じています。ただ、認定支援機関だけでな
く、経営者本人が強い気持ちを持って経営改
善に臨まなければ、計画を実現させることは
できません。経営者を本気にさせ、金融機関
とも上手く連携して三位一体で経営改善を推
進していくことが重要といえます。

――今後、顧問先から経営改善計画などの策
定について相談されるケースも出てくるかもし
れませんね。
　金融円滑化法を利用した企業は30～40万
社といわれていますので、税理士が顧問先か
ら相談される可能性もあり得るでしょう。経
営改善支援に慣れていない事務所では、不安
や戸惑いもあると思いますが、認定支援機関
は共同で業務を行うことができますので、経

営改善のノウハウや経験のある税理士・税理
士法人と一緒に支援業務を引き受けるのもひ
とつの方法といえます。実際、経営改善には
人事労務などの複雑な問題も出てきますの
で、単独ではなくチームでサポートしていく
ことが重要だと考えます。一回でも経験すれ
ば、不安はかなり解消されると思いますね。

――中小企業の経営改善に注力する理由を
聞かせてください。
　金融円滑化法の終了後もさらなる返済猶予
を求める企業は少なくありません。そうした
経営者や事業主に認定支援機関として手を差
し伸べることは、税理士の使命ではないかと
考えます。私は中小企業の経営改善や資金調
達などを研究・開発する『財務会計ネット
ワーク研究会』の代表を務めていますが、多
くの会員税理士が同じような考えを持ってい
ます。今回の『経営改善計画策定支援事業』
に取り組むことは、事務所業務に変化を起こ
すチャンスと捉えている会員税理士も見受け
られます。今後、支援対象の企業に対して会
員同士が共同してサポートする動きも出てく
るかもしれませんね。

――金融機関との関係も変わってきそうです
ね。
　そうですね。認定支援機関としてある程度
の成果を一回でも出せば、金融機関からの評
価は確実に高まります。経営改善計画策定支
援に取り組むことは、金融機関との関係強化
や新たなパイプ作りのチャンスともいえるで
しょう。金融機関だけでなく、国としても税
理士に期待しているわけですから、それに応
えることができれば、税理士業界全体にとっ
ても大きなプラスになるはずです。

税理士法人むらずみ総合事務所
　　　　　　　　　　   （北海道・札幌市）

代表社員  玉木 祥夫 税理士

インタビュー

今年３月、『経営改善支援センター』が開始した経営改善計画策定支援事業。
これは、中小企業経営力強化支援法に基づき認定された経営革新等支援機関が
中小企業などの経営改善計画の策定支援を行った場合、その費用の一部を補助
するもの。すでに、税理士法人むらずみ総合事務所（北海道・札幌市）では、
認定支援機関として地元企業の経営改善計画の策定に乗り出している。
経営改善のサポートを税理士の使命と考える玉木祥夫代表社員に話を聞いた。

三位一体で
経営改善計画
を策定

企 業

金融機関 税理士
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贈与税の概要図

　財産の贈与を受けた人は、次の場合に、財産を贈与した人ごとに相続時精算課税を選択する
ことができます。

相続時精算課税を選択できる場合（年齢は贈与の年の1月1日現在のもの）
・贈与者→65歳以上の親⇒平成27年以降60歳以上
・受贈者→20歳以上の子である推定相続人⇒平成27年以降20歳以上の孫も
　　　　　（子が亡くなっているときには20歳以上の孫を含みます。）

相続時精算課税を

選択する 選択しない
相続時精算課税

相続時に精算

暦年課税

【贈　与　税】 【贈　与　税】

【相　続　税】 【相　続　税】

①　贈与財産の価額から控除する金額
　　特別控除額　　2,500万円
　　前年までに特別控除額を使用した場合
　　には、2,500万円までの残額。
②　税率
　　特別控除額を超えた部分に対して、
　　一律20％の税率
※　平成24年1月1日から平成26年12月31日の
間に「住宅取得等のための金銭」の贈与を受
けた場合には、贈与者が65歳未満でも精算課
税を選択できる特例があります。

※　右記④も適用できます（相続時加算必要な
し）

①　基礎控除額　　　毎年110万円
②　贈与税の速算表　⇒26年まで

③　配偶者に対する居住用不動産等に関す
る2,000万円の控除あり
④　直系尊属からの住宅取得等資金の非課
税贈与700万円（26年500万円）

　特定贈与者が亡くなった時の相続税の計
算上、相続財産の価額に相続時精算課税を
適用した贈与財産の価額（贈与時の時価）
を加算して相続税額を計算します。
　その際、既に支払った贈与税額相当額を
相続税額から控除し、控除しきれない金額
は還付されます。

　贈与者が亡くなった時の相続税の計算
上、相続開始前3年以内に贈与を受けた財産
の価額は加算する必要があります。
　ただし、上記③、④の特例は、加算する
必要がありません。

基礎控除後の課税価格
200万円　以下
300万円　以下
400万円　以下
600万円　以下
1,000万円　以下  
1,000万円　超     

控除額
　　－      
10万円
25万円
65万円
125万円
225万円

税　率
10％
15％
20％
30％
40％
50％

＜贈与税の税率表＞

＜贈与税の申告状況＞

（注）１　各年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の件数である。
　　　２　相続時精算課税に係る人員には、暦年課税との併用者を含んでいる。

   基礎控除後の課税価格

 
200万円以下

200万円超300万円以下
300万円超400万円以下
400万円超600万円以下
600万円超1,000万円以下
1,000万円超1,500万円以下
1,500万円超3,000万円以下
3,000万円超4,500万円以下

4,500万円超

平成26年12月
31日まで

10％
15％
20％
30％
40％

50％

一般
10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％

55％

10％
15％
15％
20％
30％
40％
45％
50％
55％

※あみかけ部分が現行より減税になる階級で、55％の部分は増税になる階級です。

直系尊属から受贈者20歳以上
平成27年1月1日以後

平成22年分

申告
人員

納税
人員

平成23年分 平成24年分

納税額

合　　計

暦年課税

相続時精算課税

395
千人

345

5

240

3

1,109

197

243
千人

1,306
億円

申告
人員

納税
人員 納税額

427
千人

379

49

271

3

1,228

191

274
千人

1,419
億円

申告
人員

納税
人員 納税額

437
千人

391

46

289

3

1,149

162

292
千人

1,311
億円

メリット デメリット
・多額に贈与ができうる
・2,500万円までは無税で移せる
・住宅取得等資金贈与を使えば、65
歳未満の親からでもできる

・将来価値が上昇する財産を贈与す
ると有効である

・収入を多く得られる賃貸不動産な
どを贈与すると有効である

・相続時に精算する義務がある
・現行法では、孫にはできない
・贈与時より価値が下落すると暦年
贈与に比べダメージが大きい

・受贈者が先に死亡すると二重課税
になる

・受贈者が独身、一人っ子で、先に死
亡すると三重課税になりかねない

・税制改正に対応しにくい
・受贈者が20歳以上でないとできな
い

・相法49条の開示対象となる

・３年経過すれば相続税とは切り離
される

・相手方は推定相続人に限らない
・推定相続以外であれば３年以内を
気にする必要がない

・多くの相手方に贈与できる
・税制改正に対応しやすい
・受贈者が未成年でもできる
・３年経過すれば相法49条の開示
対象とならない（不動産の贈与で
は登記の履歴が残る）

・直系尊属から20歳以上の者が受け
る贈与税は、一般より優遇される

・あまり多額にはできない。
・基礎控除が１１０万円しかない。
・累進税率がきつい。

相
続
時
精
算
課
税
制
度

暦
年
贈
与

 ４　相続時精算課税制度のトラブル
　相続時精算課税制度を利用しようという方々や税理士にとっては、この
制度によって最終的な税負担が軽くなるという保証はありません。相続時

精算課税制度は両刃の剣ともいえる制度で、選択には慎重を期
する必要があります。また、税理士にとっては、損害賠償請求
という局面も考えておかねばなりません。そこで、相続時精算
課税制度におけるトラブル事例を想定して、傾向と対応策を検
討してみます。

 ＜事例１　相続時精算課税制度は十分説明をしてから＞
　相続時精算課税制度を選択し、子どもに上場株式を贈与した
いというクライアントに対し、相続の発生時に予想される見込
み計算だけをして、選択届出・申告を行った。その後、贈与者
が死亡した際に、株価が大幅に下落していたため、結果的に相
続時精算課税制度の適用が失敗となり、クライアントの相続人
よりクレームが寄せられた事例

■ トラブルの原因
　このトラブルは、クライアントに対して本制度である相続時
精算課税制度のデメリット説明が十分になされていないことに
起因するものといえます。

■相続時精算課税制度における相続税の課税価格への持戻しの原則
　本制度の適用者は、特定贈与者の死亡に係る相続税に関し
て、その特定贈与者から相続又は遺贈により財産を取得する
か、しないかにかかわらず、相続税の課税価格に本制度の贈与
税の課税価格に算入されたものを合算して、相続税を計算する
ものです（相法21の15①、21の16①）。
　これは、相続放棄をしても、本制度の適用を受けた財産につ
いては、相続（本制度適用者が特定贈与者の相続人以外の者で
ある場合には、遺贈）により取得したものとみなされて、相続
税の計算をする必要があります（相法21の16①）。
　例えば、受贈財産である株式・出資が、相続時に評価額がゼ
ロ（倒産、債務超過）になっても、合算対象となるのは贈与時
の時価となる。相続開始時における受贈財産の状態にかかわら
ず、贈与の時における価額となります（相基通21の15－２）。
逆に、評価額が大幅に上昇しても、相続時に合算する対象は、
贈与時の時価であるという本制度の根幹をなすところであり、
制度上はやむを得ないものと考えられます。

＜対策＞
■本制度の選択におけるクライアントへの説明のポイント

　相続時精算課税は、何年も後になり選択の結果がでる制度であり、その
間にさまざまな事柄が起こりえます。本制度を選択する際に、クライアン
トに制度のメリット・デメリットを十分に説明した上で、納得してもらう
必要があります。説明すべき事項は、５の項目で一覧にしてあります。

 ＜事例２　相続時精算課税制度の贈与財産は物納できない＞
　相続時精算課税制度により財産の大部分の贈与を受けた。その贈与財産
を物納に充てようと思ったが、不可能と言われた事例

■ トラブルの原因
　本制度ではなく、相続開始前３年以内の贈与加算される財産は、物納が
適用できます（相基通41-5）。また、その贈与財産により取得した財産
も物納対象となります（相法41②かっこ書）。
　一方、相続時精算課税制度による生前の受贈財産は、相続時に物納でき
ません（相法41②）。これは、贈与と相続の間の年数がかなり長いと見
込まれることからくると思われます。

相続時精算課税と暦年贈与の注意点

アドバイザー／松岡 章夫
税理士

 １　贈与税の概要
　まず、贈与税には、相続時精算課税方式と暦年課税方式の二つがありま
す。それぞれの特徴に関しては、以下の表を参考にしてください。　 ２ 2     

　2　平成25年度税制改正
　平成25年度の税制改正により、平成27年１月１日以後の贈与税の税率
表が改正されます。直系尊属から20歳以上（その年の１月１日時点）の
受贈者に対する贈与には、一般より税率が低く設定されます。

 ３　最近の贈与税の申告状況
　では、二つの方式は、実際にどれくらい件数があるのか見ていきます。
国税庁が、平成24年５月と平成25年５月に公表した「所得税、消費税及
び贈与税の確定申告状況等について」によりますと、贈与税の申告状況は
右の表のとおりとなります。暦年贈与方式が増えていることがわかりま
す。これは、本年決定した相続税の増税が２、３年越しでやっと決まった
もので、そのアナウンス効果と思われます。相続税が上がるのであれば、
相続時精算課税方式は不利になるとの考えであろうと思います。

＜対策＞
　本制度の税率は20％であり、相続税の最高税率は50％（平成27年から
55％）であるため、最大30％（平成27年から35％）の相続税を精算しな
ければいけません。その納税資金をどうするか十分判断した上で、本制度
を適用しなければなりません。相続税の納税について、物納を予定してい
るのであれば、その予定財産は本制度の対象としてはいけないことになり
ます。納税計画も十分検討したところで、本制度により贈与する財産と相
続で取得する財産とを判別しなければなりません。

 ＜事例３　小規模宅地の適用予定地を相続時精算課税制度により贈与してし
   まったケース＞
　相続時精算課税制度を選択して土地を贈与したいというクライアントに
対し、相続の発生時に予想される税額の見込み計算をして、同制度の選択
届出・申告を行った。その後、贈与財産には、相続発生時に小規模宅地等
の減額特例が適用できないことについて、クライアントからクレームが寄
せられた事例。

■トラブルの原因
　相続税の特例として、相続財産に対する小規模宅地等の減額特例があり
ます（措法69の４）が、相続時精算課税制度を利用して贈与した財産に
ついては、同特例は適用できません。　

＜対策＞
　小規模宅地等の減額の特例は、非常に効果が大きいものです。この特例
の適用を受けようと予定している宅地等は、本制度により贈与することは
望ましくないことになります。
■相続時精算課税で適用を受けられなくなる特例・制度
１. 小規模宅地等の減額の適用不可
２. 物納不可（相法41②）
３. 延納における不動産等の価額に不算入（相法38①）
４. 登録免許税の軽減税率不適用
５. 不動産取得税が課税に
■相続時精算課税を適用しても特例が適用できる特例・制度
１. 相続開始後３年以内の譲渡の取得費加算
　　暦年贈与制度では、相続等により財産を取得した者が、相続開始前３
　年以内の贈与加算される財産を譲渡した時には、取得費に加算されます。
　　一方、相続時精算課税制度の適用を受けた贈与財産が特定贈与者の死
　亡により相続税の課税価格に合算される場合も、その財産を相続税の申
　告期限後３年を経過する日までに譲渡した場合には、一定部分の相続税
　を取得費に加算できます（措法39）。

 ＜事例４　相続時精算課税制度の贈与は不動産取得税がかかる＞
　相続時精算課税制度を利用して、不動産の贈与を受けたが、登記をして
から半年後に、多額の不動産取得税の通知書が送られてきた。税理士から
特に説明を受けていなかったため、トラブルとなった事例。　

■トラブルの原因
　不動産を贈与すると、登録免許税や不動産取得税がかかります。相続時
精算課税制度による財産移転は贈与と同様であるため、登録免許税や不動
産取得税の取扱いも贈与に基づく税率となることから、相続に係る税率と
は大きく異なってきます。
■登録免許税
　相続時精算課税制度により贈与を受けた財産が土地の場合には、登録免
許税の税率は、贈与時の不動産価額に対する税率の1.5％となります（措
法72①）。ちなみに、相続であれば相続時の不動産価額に対する0.4％と
なります（登免法９、別表第一、一（二）イ）。
■不動産取得税
　贈与を受けた財産が土地の場合には、不動産取得税の税率は、贈与時の
３％となり（地法附則11の2）、さらに宅地のときは課税標準が１／２に
なります（地法附則11の５）。ちなみに、相続であれば非課税となりま
す（地法73の７一）。
　例えば、固定資産税評価額１億円の土地（宅地）を贈与により移転すると、
登録免許税150万円、不動産取得税150万円の合計300万円となります。

＜対策＞
■コストを説明する
　相続時精算課税制度により財産を移転すると、財産の種類によっては上
記のようなコストが発生することを事前に説明をしておく必要があります。
■相続対策、所得分散との比較を
　贈与による相続対策、所得分散の効果と、贈与にかかるコストを比較す
るなど、諸事情を勘案した上で、相続時精算課税制度を選択して贈与を行
うか決定する必要があります。

 ＜事例５　孫への相続時精算課税制度の適用は慎重に＞
　平成27年以後の贈与から、孫への相続時精算課税制度の選択ができる
ことになるため、その検討をしている事例
■ トラブルの原因
　相続時精算課税制度は、相続時に精算が必要となります。相続税の最高

税率が適用されるようなクライアントがいれば、相続税の対策には関心が
高いと思います。ただし、この孫への精算課税の適用は慎重に行う必要が
あります。なぜなら、本制度の税率は20％であり、相続税の最高税率は
平成27年から55％であるため、最大35％の相続税を精算しなければいけ
ません。また、孫であれば、１親等の血族ではないため、相続税の２割加
算の対象者となります。したがって、55％×1.2＝66％と20％の差額の
46％の追加納税をする必要が考えられるからです。

＜対策＞
　20歳以上の孫には、平成27年からは、暦年贈与の税率が緩和されます
ので、それを利用して、中長期にわたる贈与を実行していくことが効果的
であるものと思われます。

 5　相続時精算課税制度の選択におけるクライアントへの説明のポイント
　相続時精算課税は、何年も後になり選択の結果がでる制度です。その間
にさまざまな事柄が起こりますので、本制度を選択する際に、クライアン
トに制度のメリット・デメリットを十分に説明した上で、納得してもらう
必要があります。説明すべき事項は、次のものが考えられます。

 6　相続時精算課税と暦年贈与のメリット・デメリット
　贈与を実行する際に、相続時精算課税制度がいいのか、暦年贈与がいい
のか選択をすることになりますが、そのメリット、デメリットは、次のよ
うなものが考えられます。

①贈与者の相続時に改めて、贈与額を相続財産に加算して相続税を計算することになる。
②その際の加算額は贈与税の課税価額となる。
③暦年贈与との併用不可（本制度を一度選択すると、その特定贈与者からの贈与につ
いては暦年贈与の選択が一切できない。その特定贈与者以外の者からの贈与につい
ては暦年贈与が選択できる。）
④本制度の撤回不可（本制度を一度選択した者は、その選択届出書を撤回できない。）
⑤贈与財産の価額の増減による相続税額に差が出る。
⑥贈与財産の無価値化になっても相続税額が発生する。
⑦相続税制の変更に伴う不利があり得る（基礎控除引き下げなど）。
⑧贈与者の財産全体がわからないと暦年課税との有利不利は不明である。
⑨受贈者が特定贈与者より先に死亡すると二重課税になる恐れがある。
⑩本制度を選択すると、110万円以下の少額な贈与でも申告義務が発生する。
⑪本制度を選択すると、選択後の贈与は、無申告であっても評価誤りがあっても贈与税の
時効にかかわらず、相続時には本来申告すべきものであった金額を加算することになる。
⑫小規模宅地等の減額の適用ができない。
⑬本制度の贈与財産は、相続税のときに物納ができない。
⑭延納における不動産等の価額に不算入のため、利子税の軽減が受けにくくなる。
⑮本制度により贈与を受けた財産が不動産の場合の登録免許税の税率は、相続の時
の税率より高くなる。
⑯本制度により贈与を受けた財産が不動産の場合の不動産取得税の税率は、相続で
は非課税となるのに対し、原則3％となる。
⑰民法上の特別受益・遺留分の取扱いを十分説明をしておく必要がある。この場合、弁
護士を交えて、推定相続人全員に説明できればベストである。

⑱贈与税の申告内容開示制度により、本制度を適用すると、相続時に他の相続人等に
も贈与額が明らかになる。暦年贈与でも、加算の対象となる３年以内であれば、他の
相続人等にわかる場合がある。

トラブルの原因を徹底検証！
平成25年度税制改正により、平成27年から相続税が見直され、これに併せて贈与税も平成27年から改正される。
直系尊属からの贈与には、一般より税率が低く設定され、孫でも相続時精算課税制度が適用できるようになる。
そこで、平成25年度改正後における相続時精算課税と暦年贈与の注意点について、松岡章夫税理士に解説してもらう。

昭和56年早稲田大学商学部卒業、筑波大学大学院企業法学専攻修士課程修
了。大蔵省理財局、東京国税局税務相談室などを経て、平成５年国税庁資料調査
課を最後に退職。平成７年税理士登録、松岡章夫税理士事務所を開設。平成16
～18年度税理士試験委員。平成24年税理士法人松岡事務所を設立。
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贈与税の概要図

　財産の贈与を受けた人は、次の場合に、財産を贈与した人ごとに相続時精算課税を選択する
ことができます。

相続時精算課税を選択できる場合（年齢は贈与の年の1月1日現在のもの）
・贈与者→65歳以上の親⇒平成27年以降60歳以上
・受贈者→20歳以上の子である推定相続人⇒平成27年以降20歳以上の孫も
　　　　　（子が亡くなっているときには20歳以上の孫を含みます。）

相続時精算課税を

選択する 選択しない
相続時精算課税

相続時に精算

暦年課税

【贈　与　税】 【贈　与　税】

【相　続　税】 【相　続　税】

①　贈与財産の価額から控除する金額
　　特別控除額　　2,500万円
　　前年までに特別控除額を使用した場合
　　には、2,500万円までの残額。
②　税率
　　特別控除額を超えた部分に対して、
　　一律20％の税率
※　平成24年1月1日から平成26年12月31日の
間に「住宅取得等のための金銭」の贈与を受
けた場合には、贈与者が65歳未満でも精算課
税を選択できる特例があります。

※　右記④も適用できます（相続時加算必要な
し）

①　基礎控除額　　　毎年110万円
②　贈与税の速算表　⇒26年まで

③　配偶者に対する居住用不動産等に関す
る2,000万円の控除あり
④　直系尊属からの住宅取得等資金の非課
税贈与700万円（26年500万円）

　特定贈与者が亡くなった時の相続税の計
算上、相続財産の価額に相続時精算課税を
適用した贈与財産の価額（贈与時の時価）
を加算して相続税額を計算します。
　その際、既に支払った贈与税額相当額を
相続税額から控除し、控除しきれない金額
は還付されます。

　贈与者が亡くなった時の相続税の計算
上、相続開始前3年以内に贈与を受けた財産
の価額は加算する必要があります。
　ただし、上記③、④の特例は、加算する
必要がありません。

基礎控除後の課税価格
200万円　以下
300万円　以下
400万円　以下
600万円　以下
1,000万円　以下  
1,000万円　超     

控除額
　　－      
10万円
25万円
65万円
125万円
225万円

税　率
10％
15％
20％
30％
40％
50％

＜贈与税の税率表＞

＜贈与税の申告状況＞

（注）１　各年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の件数である。
　　　２　相続時精算課税に係る人員には、暦年課税との併用者を含んでいる。

   基礎控除後の課税価格

 
200万円以下

200万円超300万円以下
300万円超400万円以下
400万円超600万円以下
600万円超1,000万円以下
1,000万円超1,500万円以下
1,500万円超3,000万円以下
3,000万円超4,500万円以下

4,500万円超

平成26年12月
31日まで

10％
15％
20％
30％
40％

50％

一般
10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％

55％

10％
15％
15％
20％
30％
40％
45％
50％
55％

※あみかけ部分が現行より減税になる階級で、55％の部分は増税になる階級です。

直系尊属から受贈者20歳以上
平成27年1月1日以後

平成22年分

申告
人員

納税
人員

平成23年分 平成24年分

納税額

合　　計

暦年課税

相続時精算課税

395
千人

345

5

240

3

1,109

197

243
千人

1,306
億円

申告
人員

納税
人員 納税額

427
千人

379

49

271

3

1,228

191

274
千人

1,419
億円

申告
人員

納税
人員 納税額

437
千人

391

46

289

3

1,149

162

292
千人

1,311
億円

メリット デメリット
・多額に贈与ができうる
・2,500万円までは無税で移せる
・住宅取得等資金贈与を使えば、65
歳未満の親からでもできる

・将来価値が上昇する財産を贈与す
ると有効である

・収入を多く得られる賃貸不動産な
どを贈与すると有効である

・相続時に精算する義務がある
・現行法では、孫にはできない
・贈与時より価値が下落すると暦年
贈与に比べダメージが大きい

・受贈者が先に死亡すると二重課税
になる

・受贈者が独身、一人っ子で、先に死
亡すると三重課税になりかねない

・税制改正に対応しにくい
・受贈者が20歳以上でないとできな
い

・相法49条の開示対象となる

・３年経過すれば相続税とは切り離
される

・相手方は推定相続人に限らない
・推定相続以外であれば３年以内を
気にする必要がない

・多くの相手方に贈与できる
・税制改正に対応しやすい
・受贈者が未成年でもできる
・３年経過すれば相法49条の開示
対象とならない（不動産の贈与で
は登記の履歴が残る）

・直系尊属から20歳以上の者が受け
る贈与税は、一般より優遇される

・あまり多額にはできない。
・基礎控除が１１０万円しかない。
・累進税率がきつい。

相
続
時
精
算
課
税
制
度

暦
年
贈
与

 ４　相続時精算課税制度のトラブル
　相続時精算課税制度を利用しようという方々や税理士にとっては、この
制度によって最終的な税負担が軽くなるという保証はありません。相続時

精算課税制度は両刃の剣ともいえる制度で、選択には慎重を期
する必要があります。また、税理士にとっては、損害賠償請求
という局面も考えておかねばなりません。そこで、相続時精算
課税制度におけるトラブル事例を想定して、傾向と対応策を検
討してみます。

 ＜事例１　相続時精算課税制度は十分説明をしてから＞
　相続時精算課税制度を選択し、子どもに上場株式を贈与した
いというクライアントに対し、相続の発生時に予想される見込
み計算だけをして、選択届出・申告を行った。その後、贈与者
が死亡した際に、株価が大幅に下落していたため、結果的に相
続時精算課税制度の適用が失敗となり、クライアントの相続人
よりクレームが寄せられた事例

■ トラブルの原因
　このトラブルは、クライアントに対して本制度である相続時
精算課税制度のデメリット説明が十分になされていないことに
起因するものといえます。

■相続時精算課税制度における相続税の課税価格への持戻しの原則
　本制度の適用者は、特定贈与者の死亡に係る相続税に関し
て、その特定贈与者から相続又は遺贈により財産を取得する
か、しないかにかかわらず、相続税の課税価格に本制度の贈与
税の課税価格に算入されたものを合算して、相続税を計算する
ものです（相法21の15①、21の16①）。
　これは、相続放棄をしても、本制度の適用を受けた財産につ
いては、相続（本制度適用者が特定贈与者の相続人以外の者で
ある場合には、遺贈）により取得したものとみなされて、相続
税の計算をする必要があります（相法21の16①）。
　例えば、受贈財産である株式・出資が、相続時に評価額がゼ
ロ（倒産、債務超過）になっても、合算対象となるのは贈与時
の時価となる。相続開始時における受贈財産の状態にかかわら
ず、贈与の時における価額となります（相基通21の15－２）。
逆に、評価額が大幅に上昇しても、相続時に合算する対象は、
贈与時の時価であるという本制度の根幹をなすところであり、
制度上はやむを得ないものと考えられます。

＜対策＞
■本制度の選択におけるクライアントへの説明のポイント

　相続時精算課税は、何年も後になり選択の結果がでる制度であり、その
間にさまざまな事柄が起こりえます。本制度を選択する際に、クライアン
トに制度のメリット・デメリットを十分に説明した上で、納得してもらう
必要があります。説明すべき事項は、５の項目で一覧にしてあります。

 ＜事例２　相続時精算課税制度の贈与財産は物納できない＞
　相続時精算課税制度により財産の大部分の贈与を受けた。その贈与財産
を物納に充てようと思ったが、不可能と言われた事例

■ トラブルの原因
　本制度ではなく、相続開始前３年以内の贈与加算される財産は、物納が
適用できます（相基通41-5）。また、その贈与財産により取得した財産
も物納対象となります（相法41②かっこ書）。
　一方、相続時精算課税制度による生前の受贈財産は、相続時に物納でき
ません（相法41②）。これは、贈与と相続の間の年数がかなり長いと見
込まれることからくると思われます。

相続時精算課税と暦年贈与の注意点

アドバイザー／松岡 章夫
税理士

 １　贈与税の概要
　まず、贈与税には、相続時精算課税方式と暦年課税方式の二つがありま
す。それぞれの特徴に関しては、以下の表を参考にしてください。　 ２ 2     

　2　平成25年度税制改正
　平成25年度の税制改正により、平成27年１月１日以後の贈与税の税率
表が改正されます。直系尊属から20歳以上（その年の１月１日時点）の
受贈者に対する贈与には、一般より税率が低く設定されます。

 ３　最近の贈与税の申告状況
　では、二つの方式は、実際にどれくらい件数があるのか見ていきます。
国税庁が、平成24年５月と平成25年５月に公表した「所得税、消費税及
び贈与税の確定申告状況等について」によりますと、贈与税の申告状況は
右の表のとおりとなります。暦年贈与方式が増えていることがわかりま
す。これは、本年決定した相続税の増税が２、３年越しでやっと決まった
もので、そのアナウンス効果と思われます。相続税が上がるのであれば、
相続時精算課税方式は不利になるとの考えであろうと思います。

＜対策＞
　本制度の税率は20％であり、相続税の最高税率は50％（平成27年から
55％）であるため、最大30％（平成27年から35％）の相続税を精算しな
ければいけません。その納税資金をどうするか十分判断した上で、本制度
を適用しなければなりません。相続税の納税について、物納を予定してい
るのであれば、その予定財産は本制度の対象としてはいけないことになり
ます。納税計画も十分検討したところで、本制度により贈与する財産と相
続で取得する財産とを判別しなければなりません。

 ＜事例３　小規模宅地の適用予定地を相続時精算課税制度により贈与してし
   まったケース＞
　相続時精算課税制度を選択して土地を贈与したいというクライアントに
対し、相続の発生時に予想される税額の見込み計算をして、同制度の選択
届出・申告を行った。その後、贈与財産には、相続発生時に小規模宅地等
の減額特例が適用できないことについて、クライアントからクレームが寄
せられた事例。

■トラブルの原因
　相続税の特例として、相続財産に対する小規模宅地等の減額特例があり
ます（措法69の４）が、相続時精算課税制度を利用して贈与した財産に
ついては、同特例は適用できません。　

＜対策＞
　小規模宅地等の減額の特例は、非常に効果が大きいものです。この特例
の適用を受けようと予定している宅地等は、本制度により贈与することは
望ましくないことになります。
■相続時精算課税で適用を受けられなくなる特例・制度
１. 小規模宅地等の減額の適用不可
２. 物納不可（相法41②）
３. 延納における不動産等の価額に不算入（相法38①）
４. 登録免許税の軽減税率不適用
５. 不動産取得税が課税に
■相続時精算課税を適用しても特例が適用できる特例・制度
１. 相続開始後３年以内の譲渡の取得費加算
　　暦年贈与制度では、相続等により財産を取得した者が、相続開始前３
　年以内の贈与加算される財産を譲渡した時には、取得費に加算されます。
　　一方、相続時精算課税制度の適用を受けた贈与財産が特定贈与者の死
　亡により相続税の課税価格に合算される場合も、その財産を相続税の申
　告期限後３年を経過する日までに譲渡した場合には、一定部分の相続税
　を取得費に加算できます（措法39）。

 ＜事例４　相続時精算課税制度の贈与は不動産取得税がかかる＞
　相続時精算課税制度を利用して、不動産の贈与を受けたが、登記をして
から半年後に、多額の不動産取得税の通知書が送られてきた。税理士から
特に説明を受けていなかったため、トラブルとなった事例。　

■トラブルの原因
　不動産を贈与すると、登録免許税や不動産取得税がかかります。相続時
精算課税制度による財産移転は贈与と同様であるため、登録免許税や不動
産取得税の取扱いも贈与に基づく税率となることから、相続に係る税率と
は大きく異なってきます。
■登録免許税
　相続時精算課税制度により贈与を受けた財産が土地の場合には、登録免
許税の税率は、贈与時の不動産価額に対する税率の1.5％となります（措
法72①）。ちなみに、相続であれば相続時の不動産価額に対する0.4％と
なります（登免法９、別表第一、一（二）イ）。
■不動産取得税
　贈与を受けた財産が土地の場合には、不動産取得税の税率は、贈与時の
３％となり（地法附則11の2）、さらに宅地のときは課税標準が１／２に
なります（地法附則11の５）。ちなみに、相続であれば非課税となりま
す（地法73の７一）。
　例えば、固定資産税評価額１億円の土地（宅地）を贈与により移転すると、
登録免許税150万円、不動産取得税150万円の合計300万円となります。

＜対策＞
■コストを説明する
　相続時精算課税制度により財産を移転すると、財産の種類によっては上
記のようなコストが発生することを事前に説明をしておく必要があります。
■相続対策、所得分散との比較を
　贈与による相続対策、所得分散の効果と、贈与にかかるコストを比較す
るなど、諸事情を勘案した上で、相続時精算課税制度を選択して贈与を行
うか決定する必要があります。

 ＜事例５　孫への相続時精算課税制度の適用は慎重に＞
　平成27年以後の贈与から、孫への相続時精算課税制度の選択ができる
ことになるため、その検討をしている事例
■ トラブルの原因
　相続時精算課税制度は、相続時に精算が必要となります。相続税の最高

税率が適用されるようなクライアントがいれば、相続税の対策には関心が
高いと思います。ただし、この孫への精算課税の適用は慎重に行う必要が
あります。なぜなら、本制度の税率は20％であり、相続税の最高税率は
平成27年から55％であるため、最大35％の相続税を精算しなければいけ
ません。また、孫であれば、１親等の血族ではないため、相続税の２割加
算の対象者となります。したがって、55％×1.2＝66％と20％の差額の
46％の追加納税をする必要が考えられるからです。

＜対策＞
　20歳以上の孫には、平成27年からは、暦年贈与の税率が緩和されます
ので、それを利用して、中長期にわたる贈与を実行していくことが効果的
であるものと思われます。

 5　相続時精算課税制度の選択におけるクライアントへの説明のポイント
　相続時精算課税は、何年も後になり選択の結果がでる制度です。その間
にさまざまな事柄が起こりますので、本制度を選択する際に、クライアン
トに制度のメリット・デメリットを十分に説明した上で、納得してもらう
必要があります。説明すべき事項は、次のものが考えられます。

 6　相続時精算課税と暦年贈与のメリット・デメリット
　贈与を実行する際に、相続時精算課税制度がいいのか、暦年贈与がいい
のか選択をすることになりますが、そのメリット、デメリットは、次のよ
うなものが考えられます。

①贈与者の相続時に改めて、贈与額を相続財産に加算して相続税を計算することになる。
②その際の加算額は贈与税の課税価額となる。
③暦年贈与との併用不可（本制度を一度選択すると、その特定贈与者からの贈与につ
いては暦年贈与の選択が一切できない。その特定贈与者以外の者からの贈与につい
ては暦年贈与が選択できる。）
④本制度の撤回不可（本制度を一度選択した者は、その選択届出書を撤回できない。）
⑤贈与財産の価額の増減による相続税額に差が出る。
⑥贈与財産の無価値化になっても相続税額が発生する。
⑦相続税制の変更に伴う不利があり得る（基礎控除引き下げなど）。
⑧贈与者の財産全体がわからないと暦年課税との有利不利は不明である。
⑨受贈者が特定贈与者より先に死亡すると二重課税になる恐れがある。
⑩本制度を選択すると、110万円以下の少額な贈与でも申告義務が発生する。
⑪本制度を選択すると、選択後の贈与は、無申告であっても評価誤りがあっても贈与税の
時効にかかわらず、相続時には本来申告すべきものであった金額を加算することになる。
⑫小規模宅地等の減額の適用ができない。
⑬本制度の贈与財産は、相続税のときに物納ができない。
⑭延納における不動産等の価額に不算入のため、利子税の軽減が受けにくくなる。
⑮本制度により贈与を受けた財産が不動産の場合の登録免許税の税率は、相続の時
の税率より高くなる。
⑯本制度により贈与を受けた財産が不動産の場合の不動産取得税の税率は、相続で
は非課税となるのに対し、原則3％となる。
⑰民法上の特別受益・遺留分の取扱いを十分説明をしておく必要がある。この場合、弁
護士を交えて、推定相続人全員に説明できればベストである。

⑱贈与税の申告内容開示制度により、本制度を適用すると、相続時に他の相続人等に
も贈与額が明らかになる。暦年贈与でも、加算の対象となる３年以内であれば、他の
相続人等にわかる場合がある。

トラブルの原因を徹底検証！
平成25年度税制改正により、平成27年から相続税が見直され、これに併せて贈与税も平成27年から改正される。
直系尊属からの贈与には、一般より税率が低く設定され、孫でも相続時精算課税制度が適用できるようになる。
そこで、平成25年度改正後における相続時精算課税と暦年贈与の注意点について、松岡章夫税理士に解説してもらう。

昭和56年早稲田大学商学部卒業、筑波大学大学院企業法学専攻修士課程修
了。大蔵省理財局、東京国税局税務相談室などを経て、平成５年国税庁資料調査
課を最後に退職。平成７年税理士登録、松岡章夫税理士事務所を開設。平成16
～18年度税理士試験委員。平成24年税理士法人松岡事務所を設立。
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顧客争奪トラブルの現状と課題
Close-upクローズアップ

ベンチャー企業、中小企業の企業法務のほ
か、事業再生、事業承継、倒産処理を得意
とする。弁護士として活動するほか、明治大
学や芦屋大学で教鞭をとる。

南青山M’s法律会計事務所
         　　　　　　　（東京・港区）

　　 弁護士    松永 貴之　
tmatsunaga@ms-lawyer.jp

所長税理士 vs 元職員

――顧問先の持ち出しをめぐる所
長税理士と元職員の争いは後を
絶ちませんね。
　以前、独立した職員による顧
客持ち出しに関する記事を『日
税ジャーナル』に連載しました
が、今まさに紛争中の所長先生
をはじめ、独立した職員側の税
理士先生からも質問や相談が寄
せられています。確かに、同様
のトラブルは各地で発生してい
ますが、所長先生が裁判を起こ
すとなれば、かなりの負担がか
かってきます。また、過去の裁
判で所長側の損害賠償が認めら
れたケースもありますが、現実
的に損害賠償まで認められるた
めのハードルは高いといえま
す。

――所長税理士が裁判で勝てない
理由を教えてください。
　職員による顧問先の持ち出し
を訴訟にする場合、考えられる
アプローチ（法的主張）はいく
つかあります。まず、就業規則
や雇用契約、服務規程の違反な
どが認められる場合、その点を
追及する方法です。次に、元職
員が勤務していた事務所や所長
税理士の名誉を不当におとしめ
て顧問先を勧誘していれば、そ
の行為自体が損害賠償の対象と
なり得るでしょう。ただ、そう
した活動は目に見えないところ
で行われるのが通常ですし、簡
単に立証できるものではありま
せん。また、不正競争防止法で
保護された「営業秘密」を侵害
したと主張するアプローチも考
えられますが、税理士事務所の
業務上、顧客情報を同法の要件
を満たす秘密とすることは事実
上不可能であり、あまりマッチ
しない方法だと思います。

――独立した職員の不法行為を立
証するのが難しいわけですね。
　そもそも、職員が独立する
際、担当先の顧問先から独立後
の顧問契約を依頼されるのは珍
しいことではありません。そこ
に何らかの勧誘（この勧誘は独
立の挨拶から積極的な営業まで
レベルは様々ですが）があった
としても、顧問税理士の変更は
最終的には顧問先が自ら決断し
たことです。そうなると、それ
を取り戻すというのは至難の業

ですし、損害賠償の請求のハー
ドルが高いことは先ほど説明し
たとおりです。それならば、も
う少しハードルを下げて考える
ことも必要ではないかと思いま
す。

――具体的にどのような争い方を
すればよいのでしょうか。
　個々の案件によって異なりま
すが、独立した職員が所長先生
側の顧客に何らかの勧誘をして
いた場合、さらなる顧客の流出
が懸念されます。そこで、損害
賠償はあくまで付帯的なものと
して捉え、顧問先の流出をこれ
以上拡大させないことをゴール
とすることも考えられます。そ
のような目標設定であればハー
ドルも下がり、事実関係の調
査、目標設定、目標達成のため
のアプローチを速やかに検討、
実行に移せます。いずれにして
も、紛争の目的・目標によって
対応策や結果が大きく変わって
きますので、そこを誤らないこ
とが重要といえます。

――顧問先の流出を拡大させない
方法はあるのでしょうか。
　裁判に至らなくても、日本人
は紛争になること自体、心理的
に苦手とする方が多いもので
す。そのため、まずは顧問先が
離れていった原因を探り、元職
員に対する法的な追及の余地が
あれば、相手に対して警告した
り、何らかのアクションを起こ
すことも視野にいれる必要があ
ります。

――顧問先の持ち出しを防ぐため
の事前対策などはありますか。
　完全に防ぐことは難しいです
が、間接的な方法はあります。
たとえば、就業規則の中で、
「業務上の秘密・情報（顧客の
連絡先など）について在職中、
退職後を問わず自らあるいは第
三者のために利用してはならな
い」、「就業中に顧客勧誘行為
を行ってはならない」など、顧
問先の持ち出しを禁止するよう
な内容を明記しておく方法が考
えられます。これにより、服務
規程違反などを追及できる可能
性が出てくるので後日の紛争が
予防されます。また、顧問契約
の更新を複数年にして、解約を
制限し、その代わりに顧問料を
割引するといった方法も考えら
れます。顧問先としては、顧問
料の割引という特典があります
が、同時に顧問契約の中途解約
にともなう損害賠償等のリスク
が発生するので解約を防止する
効果が期待できます。顧問契約
は委任契約の一種なので解任は

自由との見方もありますが、そ
の性質上顧問先が任意に解約で
きるものではないので、契約書
の中身をしっかり整えておけば
対策が取れます。

――そのほかに効果的な対策はあ
りますか。
　所長税理士と退職する職員と
の間で、「担当顧客は就業中に
知り得た情報のため、今後１年
間は担当先を勧誘しない」な
ど、退職後の義務に関する合意
書を作成し、退職時に締結する
方法も考えられます。仮に、こ
の合意書が締結できなければ、
理由にもよりますが、今後の紛
争が予想されますし、合意書を
締結したのに職員が独立後に担
当していた顧問先と顧問契約を
結べば、損害賠償を請求できる
可能性がでてきます。実際には
双方がこのリスクを想定するこ
とで紛争の抑止効果になり得ま
す。ただし、合意書の内容は、
有効かつ法的に意味あるものに
しなければ効果がありません。
過度に職業選択の自由、競争を
阻害する内容、元職員に負担を
課す内容は無効と判断される可
能性がありますし、その締結に
至る過程に強制があってはなら
ず、場合によっては代償措置も
必要と判断される可能性がある
ので、そこは注意が必要です。

顧問先の持ち出しをめぐり、所長税理士と元職員が争うケースが後を絶たない。
これまで所長税理士をはじめ、独立した職員側の税理士からも相談を受けてきた
松永貴之弁護士に、顧客争奪トラブルの現状と課題について話を聞いた。

紛争の目的・目標によって
　　　　　　対応策や結果が大きく異なる

日本税協連福祉会 生命共済制度生命共済制度
～手軽な掛金で大きな保障、
　 従業員の掛金は全額必要経費に算入～

スケールメリットを生かして
割安な掛金で大型保障！
税理士・従業員の皆様へ確かな保障を!!

日経BP社 人気の33誌を割引購読
「日経ビジネス」「日経マネー」etc

日経ＢＰ社が発行する専門情報誌（全33誌）の年間購読を
10％割引で購読できる特別キャンペーンをご用意しました。
ビジネスの専門情報誌は、職員向けの教育ツールとしても最適！
購読者には特別編集版の雑誌をプレゼントします。

※組合員限定サービスのため、ログインには組合員共通のユーザー名とパスワードが必要です。
※お支払は便利な口座振替（一部振込）をご利用いただけます。
※送料はすべて無料です。

※組合員限定サービスのため、ログインには組合員共通のユーザー名とパスワードが必要です。
※お支払は便利な口座振替（一部振込）をご利用いただけます。
※送料はすべて無料です。

日本税協連のオンライン書籍販売 
専門書籍・一般書籍・雑誌・ＣＤなど、約280万点を組合員価格でお手元に！

日本税協連では、株式会社トーハンが運営するオンライン書店
ネットワーク「ｅ-ｈｏｎ（イーホン）」との提携により、税務などの専
門書籍・一般書籍・雑誌・ＣＤなど、約280万点の取扱い商品を
10％割引の組合員価格で購入できるサービスを開始しました。
送料は１回の注文につき10点まで一律260円。

e-honイーホンネットで簡単
申込み

全品
10％0FF

組合員共通の
ユーザー名とパスワード

パスワード：h80322
ユーザー名：zeikyo

●組合員限定サービスのため、必ず日本税協連の
ホームページからご利用ください。一般の「ｅ-ｈｏｎ」
サイトから会員登録（書店受取登録）すると、割引の
対象となりませんのでご注意ください。
●ご利用には、右記の組合員共通のユーザー名（ＩＤ）
とパスワードが必要です。

問い合わせ先　日本税理士協同組合連合会　☎ 03-5740-0920　　日本税協連　　   　　検索
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太田昭和監査法人（現新日本有限責任監査
法人）に勤務後、1999年にＭ＆Ａ仲介会
社、株式会社ストライクを設立し代表取締
役に就任。後継者問題に悩む中堅中小企
業、事業の集約や規模拡大を図る企業など
の間を取り持つほか、多くの企業価値評
価、財務デューディリジェンスに関与。これ
までに通算で700社以上のＭ＆Ａに携わっ
ている。主な著書は、オーナー経営者のた
めのＭ＆Ａ活用法(大蔵財務協会)、株式評
価の実務(分担執筆、中央経済社)など。

荒井 邦彦
株式会社ストライク 代表取締役
公認会計士・税理士　

新しい経営戦略のスタイル

事
業
承
継
と
成
長
発
展
を
目
指
し

中
小
企
業
で
も
Ｍ
＆
Ａ
が
活
発
化

中小企業のＭ＆Ａ最新事情

――中小企業におけるＭ＆Ａの現
状からお聞きします。
　以前は、会社を売った話を聞
くと、「あの会社、本当は経営
が苦しくてお手上げの状態だっ
たんだ」などと後ろ指をさされ
ることも多かったと思います。
しかし、実際はそうではなく、
私どもが関与してきた案件を見
ても、売却を決意した理由の５
～６割が後継者不在で、そのう
ち約７割は黒字企業です。ま
た、最近は身内に会社を継がせ
ることにこだわらない経営者が
増えていることもＭ＆Ａが増加
する要因となっています。

――黒字なのに売却するのは勇断
といえますね。
　Ｍ＆Ａのメリットが浸透し、
経営者の認識が変わってきたこ
とが大きな要因だと思います。
確かに、会社を売却するときに
心が揺らぐこともあるかもしれ
ませんが、手放すのが惜しいと
思える会社だからこそ、良い条
件で良い相手先を見つけること
ができる。そんな意識を持たれ
る経営者が増えてきましたね。

――買い手の意識にも変化は見ら
れますか。
　Ｍ＆Ａは中小企業に馴染まな
いとする向きもありましたが、
最近は多くの経営者が有効な経
営戦略のひとつとして捉えてい
ます。というのも、全体的に
マーケットが縮小し、右肩上が
りの成長が望めない中、昔なが
らのやり方では売上げを伸ばす
ことが難しくなっています。で
は、このような時代にどうやっ
て売上げを伸ばすか――。そのひ
とつの方法が、Ｍ＆Ａというわ
けです。自力成長が難しい時代
だからこそ、他社を買収する。
それによって一気に売上高を２
倍、３倍に伸ばすことも可能で
す。このように売り手と買い手
の双方の意識が変わってきたた

め、事業承継と成長発展を目的
としたＭ＆Ａが活発化している
と分析しています。

――会社の売却後、従業員が解雇
されるような心配はありません
か。
　買い手側は、会社という組織
を買ったわけで、有力な従業員
が次々と退職し、業績が悪化し
てしまえば、Ｍ＆Ａを実施した
意味がありません。つまり、雇
用の維持は、売り手側だ
けでなく、買い手側から
の条件でもあるわけで
す。

――税理士事務所から紹介
を受けるケースもありま
すか。
　最近は、税理士の先生
と一緒に仕事をさせて頂
く機会も増えてきまし
た。それでも、私どもが
関与した案件のうち、税
理士の先生からの紹介は
２割程度に過ぎません。
残りの８割は、別ルート
の紹介や直接相談に来ら
れたものです。現在、Ｍ
＆Ａ仲介会社をはじめ、
金融機関や証券会社など
もＭ＆Ａ支援に積極的で
す。後継者不在の優良企
業を見つけたら、すぐに
声をかけてくるでしょ
う。そして、話を聞いているう
ちに、経営者の気持ちが売却の
方向に傾き、顧問税理士の先生
が知った時には、Ｍ＆Ａの話が
かなり進んでいることもあり得
るわけです。

――なぜ、税理士事務所に相談し
ないのでしょうか。
　税理士の先生方に相談すれ
ば、いろいろとアドバイスがも
らえると思います。しかし、Ｍ
＆Ａは税務・会計とは分野が異
なるため、多くの経営者が相談

相手から外してしまう傾向があ
ります。税理士の先生の中に
は、会社の売却について話を出
しにくいと言われる方もいます
が、顧問先と一緒に事業承継問
題に向き合い、Ｍ＆Ａが必要な
場合は、サポーターとしての主
導権を握っておくことが重要だ
と考えます。

――なぜ、主導権を握ることが重
要なのでしょうか。

　Ｍ＆Ａニーズを把握す
るのが遅れて主導権を握
れないと顧問先を失う可
能性が高まります。しか
し、顧問税理士であれば
家族構成や経営者の健康
状態まで知っているケー
スが多く、経営者が自覚
していないＭ＆Ａニーズ
を掘り起こすことができ
ます。そうすれば主導的
な立場でＭ＆Ａを進める
ことができ、顧問先にも
喜ばれ、顧問契約も維持
できるでしょう。

――実際にＭ＆Ａを活用す
る場合の注意点を教えて
下さい。
　Ｍ＆Ａはタイミングが
重要です。数年前なら好
条件で売却できたのに、
タイミングを見誤ったこ
とで売却が困難になる

ケースも少なくありません。一
方、買い手側としても、買収の
タイミングが遅れると、商機を
逃してしまう恐れがあります。
売り手も買い手もスピーディー
な判断が求められてきます。

――ほかに注意すべきことはあり
ますか。
　当事者同士でＭ＆Ａを進める
ケースもありますが、その大半
は失敗に終わっています。Ｍ＆
Ａで最も重要なのは、正確な内
部情報を提供することです。し

かし、Ｍ＆Ａが本当に実現する
か分からない状況で、会社の情
報をさらけ出すとなると、経営
者としても抵抗を感じるもので
す。Ｍ＆Ａの相手が取引先など
の場合はなおさらでしょう。結
果、後々になって話が違うなど
と揉めてしまうわけです。会社
の規模に関わらず、Ｍ＆Ａに取
り組む場合には、Ｍ＆Ａの専門
家が必要でしょう。

――最後にメッセージをお願いし
ます。
　Ｍ＆Ａ仲介会社としては、財
務状況を正確に把握している税
理士の先生からのご紹介は非常
に安心できます。Ｍ＆Ａ支援な
んて自分には関係ないと思われ
る方もいるかもしれませんが、
深刻化する後継者問題などを考
えると、決して他人事ではない
と思います。また、顧問先の財
産を増やす・守るという観点か
らも、Ｍ＆Ａ支援は大切な会計
事務所業務ではないでしょう
か。是非、中小企業のＭ＆Ａに
関心を持っていただき、顧問先
をサポートして頂くと共に、一
緒にお仕事ができる機会があれ
ば幸いです。

中小企業の間でもＭ＆Ａを検討する動きが活発化してきた。
その要因ついて『経営者の意識が変わってきたため』と分析するのは、Ｍ＆Ａ市場ＳＭＡＲＴを
運営する㈱ストライクの荒井邦彦代表だ。会社の売却・買収に対して、
最近の経営者はどのような捉え方をしているのか、荒井代表に話を聞いた。

インサイト

日税Ｍ＆Ａ支援サービス

無料個別相談会を9月27日に開催
㈱ストライクの
荒井邦彦代表が

関与先の悩みを

お聞きします！

お申込み・お問い合わせは・・・  日税Ｍ＆Ａ支援サービス事務局〔㈱日税ビジネスサービス内〕　☎03-3340-4488（担当：奥山、塩沢）

㈱日税ビジネスサービスでは、税理士先生の関与先のＭ＆Ａを
サポートする『日税Ｍ＆Ａ支援サービス』を提供していますが、
前回ご好評を頂いた無料個別相談会を9月27日に開催します。

関与先のＭ＆Ａに関する相談なら何でも結構です。
㈱ストライクならびに㈱日税ビジネスサービスが、
Ｍ＆Ａの悩みの解決策を無料で模索します。
是非、お気軽にご相談ください！

日　　程：平成25年9月27日㈮
受付時間：９時30分～18時まで
              （上記以外の日程をご希望の方はご相談ください）

相談時間：お一人様１時間程度
会　　場：㈱日税ビジネスサービス　会議室
　　　　　  東京都新宿区西新宿1-6-1　新宿エルタワー29階

相  談  料：無料
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――報酬自動支払制度を利用し
たキッカケからお聞きします。
　開業して間もなく、事務所に
報酬自動支払制度のご案内が届
きましたが、当時は関与先も少
なく、すぐには利用しませんで
した。ただ、非常に便利なシス
テムだったので、いつかは利用
すると思い、ご案内の紙を捨て
ずに取っておきました。その
後、関与先が少しずつ増えてき
て、請求書を作成する手間や請
求漏れに不安を感じ、『やっぱ
り早いうちに利用した方がい
い』と、日税ビジネスサービス
に電話しました。

――関与先の反応はいかがです
か。
　新規のお客様には、業務委託
契約書と共に報酬自動支払制度
の申込書を渡しています。口座
振替は日常生活でも当たり前の
ように利用されていますので、
『顧問料は口座振替でお願いし
ます』と説明しても、皆さん抵
抗なく受け入れてくれます。既

存の関与先にも口座振替の切り
替えをお願いしましたが、振込
みの手間や振込手数料の負担が
なくなるため、逆に申し訳ない
と言われました。

――報酬自動支払制度を利用し
て、どんなメリットを感じていま
すか。
　今年１月から復興特別所得税
がスタートしましたが、報酬自
動支払制度は源泉税が新税率で
自動計算されますので、税率変
更後もお金のやり取りに関する
ストレスはありませんでした。
また、報酬自動支払制度のオプ
ションとして、関与先に振替案
内を送付するサービスを利用し
ていますが、そこには源泉税や
消費税の内訳が記載されていま
すので、関与先も法改正による
新税率を確認することができま
す。すべてシステマチックに対
応できましたので、本当に助か
りました。報酬自動支払制度を
利用している知り合いの先生方
も喜んでいましたね。

――そのほかにメリットはありま
すか。
　請求書を作成する手間が省
け、未収の催促を心配する必要
もありませんので、その分、お
客様のために時間を費やすこと
ができます。特に、起業を考え
ている方からも相談が寄せられ
ますが、そうした方々はサポー
トを必要とする場面がたくさん
あります。こちらも大変です
が、その分、お客様に喜んでも
らえますので、非常にやりがい
を感じています。起業間もない
関与先には、自分のペースで構
わないので、安定した継続企業
に育ってほしいと思っていま
す。そのためにも、事務所をさ
らに充実させていく必要があり
ます。

――そう思われる理由は？
　関与先はもちろん、事務所や
関連業者などが『共存』し、す
べてが良い方向に進んでいくこ
とが、本当の成長に繋がってく
ると考えています。特に、事務

所職員のモチベーションは、お
客様へのサービスや事務所経営
にも大きな影響を及ぼしますの
で、仕事に楽しみを感じ、プラ
イベートも大切にする、そんな
環境作りを所長として常に心掛
けています。

――今後の抱負をお聞かせく
ださい。
　福祉や介護事業、ＮＰＯ、治
療院に関心があり、会計人グ
ループに参加して研究してきま
した。実際に関与するケースも
増えてきましたが、これからも
自己研さんに励み、お客様をサ
ポートしていきます。また、最
近は忙しくてホームページの更
新が手付かずの状態でした。検
索サイトの表示順位も下がって
しまったので、そろそろ更新を
再開しようと思っています。

復興特別所得税もストレスなし
起業家支援や業界研究に専念

報酬自動支払制度

わたしの体験記わたしの体験記
大野晃代税理士事務所（埼玉・富士見市）

       所長  大野 晃代  税理士

ご不明な点、お申し込みに関するお問い合わせは
ウィズカウネット取扱販売店

TEL：03-3345-0888

報酬自動支払制度  利用者様限定

コクヨのネット通販サイト ウィズカウネットの

報酬自動支払制度の
 「POST」 ご利用者様は

報酬自動支払制度の
 「e－NET」 ご利用者様は

３％ＯＦＦ
※お支払いは銀行振込

5％ＯＦＦ
※ｅ-NET画面よりお申し込み手続きが必要です。
※お支払いは先生へ振込する顧問料から差し引かせていただきます。

品ぞろえ最大級　お手続き、お支払も簡単!!

全品 既に値引きされた
カタログ表示価格から

報酬自動支払制度　　   　 検索
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――がん治療の費用は高額とい
うイメージがあります。
　平成23年３月発表の「がんの
医療経済的な解析を踏まえた患
者負担の在り方に関する研究」
によると、がん患者の年間平均
自己負担額は79.1万円です。た
だ、分子標的薬という新しいタ
イプの抗がん剤治療を行うと、
年間自己負担額の平均は121.7万
円に上がります。これらの費用
はあくまで平均ですので、さら
に高額の治療費を負担している
方も少なくありません。特に、
先進医療にかかる技術料は全額
自己負担のため、粒子線治療の
ように技術料だけで300万円程
度かかる場合もあります。

――公的医療保険は適用されな
いのでしょうか。
　がん治療は基本的に公的医療
保険の範囲内で行われますが、
先進医療や民間療法・代替療法
は適用外となっています。薬剤
についても、未承認薬や適応外
使用の場合は公的医療保険が使
えないことがあります。なお、
民間療法や代替療法は、がん患
者の約４割が利用しています
が、多くの方が主治医に相談せ
ず自分の判断で利用を決めてい
ます。しかし、民間療法・代替
療法は科学的未検証・臨床未応
用の医療なので、利用する場合
は主治医に相談することをお勧
めします。また、厚生労働省や
医師会などが「健康食品による
健康被害の未然防止と拡大防止
に向けて」、「健康食品の正しい
利用法」、「がんの補完代替医療

ガイドブック」などの冊子を制
作しています。厚生労働省の
ホームページなどから無料でダ
ウンロードできますので、参考
にして頂きたいと思います。

――治療費の負担に苦しんでいる
方も多いわけですね。
　同研究によると、がん患者の
うち、高額の医療費を支払うた
めに預貯金を取り崩している方
は56.8％、借金をした方は7.9％
と報告されています。また、日
本医療政策機構が実施した「が
ん患者意識調査2010年」では、
1446人の回答者のうち、７割の
患者が治療費について「負担が
大きい」と訴えています。中に
は、経済的負担を理由に治療を
中断・変更した患者も 8 2人
（5.7％）います。

――今後も先進医療は公的医療保
険が適用されないのでしょうか。
　公的医療保険の適用の可否に
ついては、２年ごとに診療報酬
改定で検討されますが、多くの
方が利用している粒子線治療に
関しては「先進医療として継続
することが妥当」と評価されて
います。理由は様々ですが、公
的医療保険の財政状況も厳しく
なっていますので、先進医療の
保険収載については費用対効果
の視点も入れられるようになっ
てきました。

――そうなると、万が一に備えて
保険に加入しておくことが大切で
すね。
　弊社のがん保険を例にお話し

すると、がん保険は「がん」の
みを保障しますので、病気やケ
ガなどをすべて保障する医療保
険に比べて保険料が安く、入院
日数も無制限で保障されます。
また、がんと診断された時点で
100万円単位の一時金が給付さ
れますので、がん治療に向けた
準備のために使用できます。最
近は、がん治療も入院治療から
外来治療にシフトしていますの
で、がん保険も通院日額が入院
日額と同額となり、給付日数も
無制限となりました。

――がん治療の変化に合わせて保
障内容も見直されているわけです
ね。
　はい。以前は、注射や点滴以
外の抗がん剤の内服治療は給付
の対象外でした。しかし、分子
標的薬の普及と共に経口投与の
薬剤も増えてきたため、現在は
経口投与の抗がん剤治療も給付
の対象となっています。先進医
療に関しては、月100円ほどの
特約を付けることで、自己負担
額を通算2000万円まで手厚く保
障します。さらに、弊社のがん
保険では、がん患者とその家族
の心のケアもお手伝いさせて頂
いています。

――心のケアとは、どのようなもの
ですか。
　がん患者やその家族は、がん
の病状や治療方法について不安
や悩みを抱えているものです。
そこで、弊社では、がん専門相
談サービス「プレミアサポー
ト」（※）を開始し、がん患者

専門カウンセラーによる日本初
の「訪問面談サービス」を提供
しています。（※実際のサービ
スは、アフラックと提携してい
る株式会社法研が提供しま
す。）通常のがん相談サービス
は、１時間１万円程度の費用が
発生しますが、「訪問面談サー
ビス」では、２時間程度の訪問面
談（１回）とフォローコール（２
回）を無償で利用できます。すで
に利用件数は1700件を超え、皆
様から大変喜ばれています。ま
た、「プレミアサポート」には、
専門医を無償で紹介する「ベスト
ドクターズ・サービス」もござい
ます。弊社では、これからもがん
と向き合いながら生きる方を総合
的にサポートしていきます。

患者の７割「負担が大きい」
Focusフォーカス がん治療にかかる費用

アフラック
（アメリカンファミリー生命保険会社）

医長　嘉藤田　進

【個人情報のお取扱いについて】 ●取得した情報を日税グループの「サービス情報」や「取扱品目」のご案内以外に使用することはありません。●今後とも税理士先生のお役に立つ各情報の案内に努めて
参りますが、ご案内が不要な場合、または個人情報に関するお問い合わせや訂正につきましては、お手数をおかけ致しますが右記担当までご連絡下さいますようお願い申し上げます。当社の「個人情報のお取
扱いについて」の詳細は、右記ホームページでご覧いただけます。《㈱共栄会保険代行　個人情報保護担当　TEL：03-3340-5533  　http://www.nichizei.com./pmark/khd/toriatsukai.htm》

〈募集代理店〉 株式会社共栄会保険代行　〈日税グループ 全国税理士共栄会保険取扱代理店〉
 〒163-1529　東京都新宿区西新宿1-6-1　新宿エルタワー29 階　TEL：03-3340-5533

〈引受保険会社〉 アフラック（アメリカンファミリー生命保険会社）　首都圏総合支社
 〒160-0023　東京都新宿区西新宿1-23-7 新宿ファーストウェストビル17 階　TEL：03-3340-1580

皆様の大切な個人情報を引き続き
厳重にお守り致します。
株式会社共栄会保険代行
認定番号：10690015(04)

ご住所

お名前

都道　　　　　　　　　区町

府県　　　　　　　　　市村　　　　　　　　　郡

支 部 名 支 部
生年月日 T・S・H　　　　年　　　月　　   日

　　　　－　　　　　  －　　　　　　電話番号

〒

フリガナ
携帯電話から
応募できます

⇒

読者プレゼント！
「もっと知ってほしい
　　大切な人ががんになったとき」

監修
埼玉医科大学国際医療センター　精神腫瘍科
大西秀樹　教授
国立がん研究センター　がん対策情報センター
若尾文彦　副センター長

がんに罹患した患者さんを支援する方が、
何もかも一人で抱え込み、つらい思いをすること
がないように、少しでも役立つ情報を届けたいと
いう思いが込められた冊子です。
この冊子を先着で100名様にプレゼントいたします。
必要事項をご記入の上、ＦＡＸをお送りください。

ＦＡＸ：０１２０－９２２－７５３
※冊子応募の方には新商品の資料も合わせてお届けいたします。

1980年信州大学医学部卒業。1985年まで
信州大学付属病院形成外科勤務。1999年
まで国内大手生命保険会社にて医事研究
室課長、医務査定課長、診査室長、医務企
画課長を歴任後、同年、アフラック日本社に
入社。医務部医長、保険金部医長を経て、
現在、契約審査部医長。日本保険医学会、
日本医師会、日本生命倫理学会会員。保険
医学総合研究所主任研究員。

㈱共栄会保険代行

ちゃんと応える
医療保険ＥＶＥＲ　
ちゃんと応える
医療保険レディースＥＶＥＲ

「ちゃんと応える医療保険ＥＶＥＲ」は、「5日未満の入院に対する一律５日分保障」※や
「入院前の通院保障」などを新設し、お客様のニーズに“ちゃんと応える”ことができ
るような保障内容です。また、「ちゃんと応える医療保険レディースＥＶＥＲ」は、お手
軽な保険料で女性特有の病気に対する保障を充実させました。 
※一定期間内に再入院した場合の入院給付金のお支払いについてはパンフレット（契約概要）をご確
　認ください。
●資料請求ご希望の方は上記に記載しFAXして下さい。資料の発送は８月19日以降となります。

2013年
8月19日
新商品が
登場！

先着
100名!!

パソコンはこちら⇒https://ssl.nichizei.com/khd/shi/

AF271-2013-0151　7月18日(150718）
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日税ジャーナル 平成25年・夏号

日税グループの
ホームページ　 http://www.nichizei.com/

発行：

本紙へのご意見・ご要望は、企画広報室へお願いします。　ＴＥＬ：03-3340-4488

〒163-1529　東京都新宿区西新宿1-6-1　新宿エルタワー29階
　　　　　　　 ＴＥＬ：03-3340-6494　ＦＡＸ：03-3340-6495（年4回1月・4月・7月・10月発行）

㈱日税不動産情報センター　創立30周年記念セミナー
変転する経済・税制に税理士はどのように向き合っていくべきか
ライブ配信（平成25年８月１日）　
オンデマンド配信（平成25年８月７日～８月18日）
※視聴料無料（日税ジャーナルがお手元に届いた時点で申込期限が過ぎている場合
　がございます。何卒、ご了承ください）
※下記のＵＲＬより、視聴確認を行ってから、お申込みいただけます。
　http://www.nichizei.com/30.html

ライブ配信研修

オンデマンド研修
＆

㈱日税ビジネスサービスでは、
税理士先生や事務所職員の方々を対象としたセミナー
「日税フォーラム」を開催していますが、その研修模様を
インターネットで生中継する『ライブ配信研修』、
期間限定で何度も視聴できる『オンデマンド研修』を
昨年１月にスタートしました。
すでに、全国各地の多くの税理士先生に利用されています。

〔利用者の声〕
「飛行機代と時間をかけて参加することを思えば、ライブ
 配信研修やオンデマンド研修は本当に助かります」
「セミナー会場までの時間的なロスを考えると、日税ビジ
 ネスサービスの動画配信は非常に重宝しています」

自宅や
事務所で

気軽に学べる!!
自宅や
事務所で

気軽に学べる!!

ライブ配信研修（会場研修を生中継） 直近スケジュール
開催日　　　  開催時間　　　　　　　　                テーマ

H25/8/27 13:30～16:30

H25/8/30 13:30～16:30

H25/9/3 13:30～16:30

初めて相続申告をやろうと考えている方対象　　　
相続税申告業務をスムースに進めるためのポイント
４回シリーズ第３回：遺産分割と相続税申告書提出の
ポイント　ＦＰ単位（相続・事業承継1.5）
経営者の視点から考える事業承継（２回シリーズ）
第２回　事業承継と相続を包括的に考える。
二次相続まで考えて、早めの計画が必須条件です！
ＦＰ単位（相続・事業承継1.5）
富裕層への大増税時代に助言！　～キャピタルフライ
トにおける国際税務上の課題と対策～　ＦＰ単位
（タックス1.5）

オンデマンド配信情報（期間限定研修）

テーマ　　　　　　　　　　　　  収録時間　　　　   ＦＰ単位
167分 タックス1.5Ｍ＆Ａにおける税務上の留意ポイント　
172分 ライフ1.5平成25年度 今、受けられる助成金・補助金
164分　　　　ライフ1.5経営者の視点から考える金融編３回シリーズ

第１弾 2013年は金融機関はこのように動く。
会社はこのように動け。

165分 FP実務と倫理1.5実践!!富裕層マーケット開拓とその囲い込み
方法とは!?

学習期間H25/8/23～8/29　募集期間H25/8/16まで。
講演内容および配布資料は収録日時点での情報となります。

※このほかにも、ライブ配信研修・オンデマンド研修では、様々なテーマの研修を用意
　しております。詳しくは、日税ビジネスサービスのホームページをご覧ください。

税理士協同組合指定会社

支店長　永田 達弘 
「地域に密着して迅速かつ堅実にご対応させて頂きます」

支店長代行　梅森 照史 
「税理士先生、関与先様のご要望に全力でお応えします」

30th Anniv
ersary30th Anniv
ersary

おかげさまで

30周年
おかげさまで

30周年

〈千葉支店のご紹介〉 〈名古屋支店のご紹介〉

安心のネットワーク安心のネットワーク

安心のネットワークが
貴事務所を堅実に
バックアップします！

誠実

公正 守秘

TEL 03-3346-2220
TEL 03-5284-1162
TEL 042-528-7757
TEL 048-669-1101
TEL 043-301-8666
TEL 045-262-1551
TEL 052-752-6700
TEL 06-6949-4664
TEL 078-221-0911

東 京 本 社
東京東支店
東京西支店
埼 玉 支 店
千 葉 支 店
横 浜 支 店
名古屋支店
大 阪 支 店
神 戸 支 店

わ
た
し
た
ち
に
お
任
せ
く
だ
さ
い
！

営業部 課長代理
岡嵜 拓治

支店長代行
梅森 照史

営業部 主任
古藤田 仁美

業務部 主任
峯村 葉子

営業部
冨田 祐司

営業部 主任
荒木　心

支店長
永田 達弘

業務部 主任
石川 友美

営業部 部長代理
竹内 健二
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